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【施策③　学校教育】

事業費 0.0 0.0

（内）主要
事業部分 0.0 0.0

事業費 0.0 0.0

（内）主要
事業部分 0.0 0.0

主要事業
に係る
人員増減

【施策③　学校教育】

事業費 － －

（内）主要
事業部分 ▲ 3.8 ▲ 3.8

事業費 － －

（内）主要
事業部分 ▲ 3.8 ▲ 3.8

主要事業
に係る
人員増減

査
定
後

正規職員2人減員、非
常勤行政事務員3人
減員

22

③
学
校
教
育

教
育
委
員
会
事
務
局

小学校等学校給
食調理業務の見
直し

実
施

①事業概要
　給食室の整備後、給食調理業務を順次、計画的に民間
事業者へ委託する。
②対象
　市立小学校・特別支援学校の児童生徒
③求める成果
　業務の経済性・効率性の向上及び食育の推進
④実施内容
　調理師の退職動向等も勘案し、直営体制で給食調理業
務を実施している7校のうち、1校（あまよう特別支援学校）
の委託を令和5年度から行う。

要
求
額

所
管
局
室

うち
一般財源

事業名

調
整
結
果

各局の要求（事業概要）
重
点
化

事業費
(単位：百万円)

論点等№
施
策
局
名

非常勤行政事務員5
人増員

20

③
学
校
教
育

教
育
委
員
会
事
務
局

部活動指導員配
置事業

実
施

①事業概要
　中学校の部活動を指導する部活動指導員を配置するこ
とにより、部活動指導体制の充実と教員の負担軽減を図
る。
②対象
　市立中学校で部活動を指導する教員
③求める成果
　教員の負担軽減、部活動の地域移行
④実施内容（拡充）
　部員の技術的な指導、学校外での活動（大会・練習試
合等）の引率等に従事する指導員を増員する。

うち
一般財源

重
点
化

事業費
(単位：百万円)

論点等

 主要事業一覧の見方

事業名

調
整
結
果

各局の要求（事業概要）

査
定
後

№
施
策
局
名

要
求
額

所
管
局
室

第6次総合計画のありたいまち「ひと咲き まち咲き
あまがさき」の実現に向けた取組の方向性を示す
13の施策ごとに記載しています。

各局からの要求内容（事業概要）を
記載しています。

各局からの要求額（事
業費）を記載しています。

査定額（事業
費）を記載し
ています。

令和5年度予算編成方針において、「令和5年度に向けて
特に重点的に取り組む項目」に位置付けた取組に基づき、
次のとおり該当する項目を記載しています。

Ａ 子育て世帯への切れ目のない支援

Ｂ 学力の向上及びインクルーシブな教育の推進

Ｃ 市民の暮らしを支えるための地域経済の回復

Ｄ 脱炭素社会の実現
Ｅ ルール、マナーに対する理解と意識の向上
Ｆ デジタル化の更なる推進

正規職員の定数等
の増減を記載してい
ます。

「一部実施」「調
整中」「継続検
討」については、
その理由を記載
しています。

市が自らの裁量で使
途を決められる財源
です。

取組の結果、事業費が減となる場合は、査定額（事業費）を
「▲（マイナス）」で記載しています。

事業の内容を先に、中事業名称を
後の（ ）内に記載しています。

※事業の内容が当該中事業名称
でイメージできるものは中事業名
称のみ記載しています。
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令和５年度主要事業一覧

事業費 136.8 60.2

（内）主要
事業部分 0.2 0.1

事業費 136.8 60.2

（内）主要
事業部分 0.2 0.1

主要事業
に係る
人員増減

事業費 9.1 9.1

（内）主要
事業部分 6.0 6.0

事業費 9.1 9.1

（内）主要
事業部分 6.0 6.0

主要事業
に係る
人員増減

事業費 126.5 126.5

（内）主要
事業部分 3.1 3.1

事業費 126.5 126.5

（内）主要
事業部分 3.1 3.1

主要事業
に係る
人員増減

各局の要求（事業概要）
重
点
化

事業費
(単位：百万円)

№
施
策
局
名

事業名

調
整
結
果

論点等うち
一般財源

要
求
額

所
管
局
室

49

⑥
障
害
者
支
援

健
康
福
祉
局

日常生活用具の
給付品目等の見
直し

（日常生活用具
給付等事業）

実
施

①事業概要
　在宅心身障害者（児）等に対し、日常生活用具の給付・
貸与を行う。
②対象
　身体障害者（児）、知的障害者（児）、難病患者
③求める成果
　日常生活の便宜を図り、他者との交流や外出など社会
参加を促すことによる福祉の増進
④実施内容（拡充）
・技術の発展やニーズを踏まえた品目の追加
・需要の減少による品目の廃止
・公費負担限度額の見直し　等

査
定
後

50

⑥
障
害
者
支
援

健
康
福
祉
局

重度化・高齢化
に対応した施設
のバリアフリー改
修等費用の補助

（障害者施設開
設等サポート事
業）

実
施

①事業概要
　グループホームを始めとした障害者施設の新規開設時
に必要な初期経費等に加えて、利用者の重度化・高齢化
に対応するための施設のバリアフリー改修等に要する経費
の一部を補助する。
②対象
　グループホーム等の開設及び改修に係る整備を行う法
人
③求める成果
　障害者が地域で自立して暮らしていくための基盤整備
④実施内容（拡充）
　補助対象経費の項目に、施設のバリアフリー改修等費用
（居室や浴室のバリアフリー改修、スプリンクラーの設置等
の費用）を加える。また、補助対象施設に、新たに「生活
介護」事業所を加える（今回追加した補助対象経費に限
る）。

要
求
額

所
管
局
室

査
定
後

51

⑥
障
害
者
支
援

健
康
福
祉
局

障害児等療育支
援事業の支援体
制の集約と充実

（障害者（児）相
談支援事業）

実
施

①事業概要
　障害者等からの相談に応じ、必要な情報提供や助言、
障害福祉サービスの利用等の支援を行う。
②対象
　在宅障害児（者）やその保護者、地域の療育機関等
③求める成果
・身近な地域での療育指導・相談体制の構築
・障害児通所支援事業所間や本市関係部局と当該事業
所間の連携の充実
④実施内容（拡充）
　より効率・効果的な支援体制とするため、委託法人の集
約化を図る。また、（仮称）障害児通所支援事業所ネット
ワーク会議を設置・開催し、その運営業務を当該法人へ
委託する。

査
定
後

要
求
額

所
管
局
室
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令和５年度主要事業一覧

各局の要求（事業概要）
重
点
化

事業費
(単位：百万円)

№
施
策
局
名

事業名

調
整
結
果

論点等うち
一般財源

事業費 － －

（内）主要
事業部分 ▲ 9.0 ▲ 9.0

事業費 － －

（内）主要
事業部分 ▲ 9.0 ▲ 9.0

主要事業
に係る
人員増減

事業費 15.9 7.0

（内）主要
事業部分 2.2 1.0

事業費 15.8 6.9

（内）主要
事業部分 2.1 0.9

主要事業
に係る
人員増減

事業費 3.1 3.1

（内）主要
事業部分 3.1 3.1

事業費 3.1 3.1

（内）主要
事業部分 3.1 3.1

主要事業
に係る
人員増減

非常勤行政事務員1
人減員、非常勤事務
補助員18人減員

査
定
後

要
求
額

所
管
局
室

52

⑥
障
害
者
支
援

健
康
福
祉
局

障害者就労チャ
レンジ事業の廃
止

（障害者就労支
援事業）

実
施

①事業概要
　障害者就労や障害者就労施設の販路拡大等に関する
相談や支援を総合的に行う。
②対象
　就労意欲を有する知的障害者、精神障害者、難病患者
等
③求める成果
　障害者の就労意欲の高揚及び一般就労の促進
④実施内容
　就労系サービス事業所が市内に大幅に増えるなど、障
害者に対する就労機会や支援の場が充足してきたことか
ら、就労実習の場を提供するチャレンジ事業については廃
止する。

査
定
後

要
求
額

所
管
局
室

53

⑥
障
害
者
支
援

健
康
福
祉
局

意思疎通支援事
業

実
施

①事業概要
　聴覚障害者等が、社会生活上外出が必要不可欠な時
に、事前に登録している対象者に対して、手話通訳者等を
派遣する。また、その手話通訳者等を養成する。
②対象
　聴覚障害者、失語症者及び意思疎通支援者等
③求める成果
・聴覚障害者等の意思伝達の確保
・手話通訳及び要約筆記者派遣事業の実施体制の確保
④実施内容（拡充）
・意思疎通支援者の処遇改善（謝礼単価引上げ等）
・養成講座修了者の手話通訳の活動機会・場の拡大
・失語症者向け意思疎通支援者の派遣
・市役所等窓口における聴覚障害者等に対する手話によ
るテレビ通訳の実施

59

⑧
健
康
支
援

保
健
担
当
局

常時在宅人工呼
吸器非常用外部
バッテリー整備
事業

要
求
額

所
管
局
室

査
定
後

①事業概要
　常時在宅人工呼吸器使用者の災害時等の備えとして、
非常用外部バッテリーの購入に係る費用の一部を助成す
る。
②対象
　常時在宅人工呼吸器使用者
③求める成果
　災害等による長時間の停電発生時に在宅避難ができる
環境や精神的に落ち着いた状態で避難行動をとる環境の
構築
④実施内容（新規）
　使用している人工呼吸器の外部バッテリー（専用バッテ
リー）の購入に係る費用の9割を助成する（購入補助限度
額6万3千円）。ただし、生活保護及び非課税世帯は全額
助成する（購入補助限度額7万円）。

実
施
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